
特定非営利活動法人京都消費者契約ネットワーク
(単位：円）

1 流動資産

　  現金（小口現金） 27,274
    ゆうちょ銀行通常貯金 688,913
　　ゆうちょ銀行当座預金 9,797
    京都銀行普通預金 4,191,609
　　未収金 150,000 ネット適正表示対策業務委託料

　　　　　　　流動資産合計 5,067,593
2 固定資産

　　　　　　　固定資産合計 0

5,067,593

1 流動負債

 　未払金 318,164 ネット適正表示対策業務給与､検討グループ支払報酬

　 未払い法人税等 70,000 法人府民税、法人市民税

　 預り金 34,664 ネット適正表示対策業務給与・検討グループ支払報酬源泉所得税

　　　　　　　流動負債合計 422,828
2 固定負債

　　　　　　　固定負債合計 0

422,828

4,644,765  正味財産

科目・適用

　資産合計

２０２３年３月３１日現在
２０２２年度特定非営利活動に係る事業会計財産目録

金　額

Ⅰ　資産の部

Ⅱ  負債の部

　負債合計



２０２２年度特定非営利活動に係る事業会計貸借対照表
２０２３年３月３１日現在
特定非営利活動法人京都消費者契約ネットワーク

(単位：円）

金　　額

1 流動資産

　現金預金 4,917,593
　未収金 150,000 ネット適正表示対策業務委託料

流
5,067,593

2 固定資産

固
0

5,067,593

1 流動負債

 　未払金 318,164 ネット適正表示対策業務給与､検討グループ支払報酬

　未払法人税 70,000 法人府民税、法人市民税

　 預り金 34,664 ネット適正表示対策業務給与・検討グループ支払報酬源泉所得税

流
422,828

2 固定負債

0

422,828

前期繰越正味財産 4,463,095
当期正味財産増加額 181,670

4,644,765

5,067,593  負債及び正味財産合計

Ⅲ  正味財産の部

科目・適用

Ⅰ　資産の部

　資産合計

Ⅱ  負債の部

　固定負債合計

　負債合計

  正味財産合計



（単位：円）

Ⅰ　経常収益
１． 受取会費

正会員受取会費(入会金含む)(前受金含む） 810,000
賛助会員受取会費 18,000 828,000

２． 受取寄付金
　　受取寄付金 317,013 317,013

３． 受取助成金
　　受取助成金

４． 事業収益 450,000 450,000

５． その他収益

　　受取利息 38 38

経常収益計 1,595,051

Ⅱ　経常費用
１． 事業費

(1)　人件費人件費

　 　給与手当 76,000

　　法定福利費 0

人件費計 76,000

（２）その他の経費その他の経費
　　　旅費交通費 0
　　　会場費 0
　　　通信運搬費 26,962
　　　印刷費 4,153
　　　消耗品費 0
　　　租税公課 0
　　　支払手数料 2,090
　　　支払報酬 367,112
　　　雑費 0
　　　その他 0
その他経費計 400,317

事業費計 476,317

2． 管理費

(1)人件費

　　給与手当 477,600

　　法定福利費（職員労災保険） 1,588

人件費計 479,188

　　　事務所設備費 0
　　　旅費交通費 1,980
　　　会議費 0
　　　通信運搬費 133,655
　　　印刷費 15,677
　　　消耗品費 7,343
　　　家賃 228,000
　　　調査研究費 0
　　　租税公課 0
　　　支払い手数料 800
　　　支払い報酬料 0
　　　雑費 421
　　　その他経費計 387,876

管理費計 867,064

1,343,381

251,670

Ⅲ 経常外収益

0

Ⅳ

0

税引前当期正味財産増減額 251,670

法人税、住民税及び事業税 70,000

当期正味財産増減額 181,670
前期繰越正味財産額 4,463,095
次期繰越正味財産額 4,644,765

２０２２年度　活動計算書　(ＮＰＯ法人会計基準による）
２０２２年４月１日から２０２３年３月３１日まで

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　特定非営利活動法人京都消費者契約ネットワーク

金　額科　目

（２）その他の経費

経常費用計

当期経常増減額

経常外収益計

経常外費用

経常外費用計



活動計算書の「事業収益」及び「事業費」の明細は次の通りです。

その他の業務 合計

お試し健康食
品検討Ｇ

電話定期購入
勧誘検討G

その他
各種消費者問題の調
査・研究・救済・支援事
業

各種消費者問題に関する社
会制度の改善事業

講演会・講座等の企画・運営事業 情報提供事業
消費者団体訴訟制度の
研究・提言

消費者団体・関係諸機
関とのネットワーク事業

その他目的を達成
するための事業

0 0 0 450,000 0 0 0 0 0 0 450,000

給与手当 0 0 0 66,000 0 0 0 0 10,000 0 76,000
法定福利費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　人件費小計 0 0 0 66,000 0 0 0 0 10,000 0 76,000
旅費交通費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
会議費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
通信運搬費 1,030 11,188 5,684 0 2,860 0 0 0 6,200 0 26,962
印刷費 88 0 0 0 1,032 0 0 0 3,033 0 4,153
消耗品費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
支払報酬 334,112 0 0 0 0 11,000 0 0 0 22,000 367,112
支払手数料 0 0 0 2,090 0 0 0 0 0 0 2,090
雑費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
租税公課 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　その他経費小計 335,230 11,188 5,684 2,090 3,892 11,000 0 0 9,233 22,000 400,317

335,230 11,188 5,684 68,090 3,892 11,000 0 0 19,233 22,000 476,317

不特定かつ多数の消費者の利益の擁護を図る為の活動に係る業務（差止請求関係業務を除く）

事業収益

事
業
費
の
科
目
別
明
細

事業費合計



　　　　　　　　　　　　　　　　２０２２年度の事業報告書

2022年4月1日～2023年3月31日まで

１　事業の成果
１）差止請求活動について

株式会社CRAVE ARKSに対して2022年7月4日お試し価格表示差止請求訴訟を提起し、係争中です。
2022年10月31日、「電話をかけたらサプリメントの定期購入！？110番」を実施しました。

2）各種消費者問題の調査・研究・救済・支援事業
 京都府の委託事業として、令和4年度ネット適正表示対策業務をしました。

3）各種消費者問題に関する社会制度の改善事業
　　先立つ検討会の報告書の提案内容と乖離した消費者契約法改正法案に対する意見
　　契約書面等の電磁的方法による提供に関する政省令の在り方についての意見
　　特定商取引に関する法律施行令及び預託等取引に関する法律施行令の一部を改正する政令案等についての意見
　　を提出しました。
4）総会記念講演を開催しました。
    オンラインで総会記念講演を開催し、全国から会員等が参加、意見交流をしました。
5）情報提供事業
　 ＨＰに随時、活動内容をＵＰし情報提供につとめました。
6）消費者団体・関係諸機関とのネットワーク事業
　京都府・ 関係団体等と共催で京都消費者問題セミナーをオンラインで開催し、多数の参加がありました。
　 関係諸団体等と懇談会や交流を行いました。　

(A)当該事業の実施
日時

(D)受益対象
者の範囲

(B)当該事業の実施
場所

(E)人数

(C)従事者の人数

１、各種消費者
問題の調査・研
究・救済・支援
事業

京都府委託事業「令和4年度ネット適
正表示対策業務」第１回

(A)2022年7月１日～
31日 (B)オンライン
（C)5人

(D)不特定多
数の市民（E)
不明

給与手当
28,000　　支
払手数料
660

150,000

１、各種消費者
問題の調査・研
究・救済・支援

京都府委託事業「令和4年度ネット適
正表示対策業務」第２回

(A)2022年10月１日
～31日 (B)オンライ
ン　　（C)6人

(D)不特定多
数の市民（E)
不明

給与手当
20,000　　支
払手数料

150,000

1、各種消費者
問題の調査・研
究・救済・支援

京都府委託事業「令和4年度ネット適
正表示対策業務」第３回

(A)2023年2月１日～
28日 (B)オンライン
（C)7人

(D)不特定多
数の市民（E)
不明

給与手当
18,000　　支
払手数料

150,000

２、各種消費者
問題に関する社
会制度の改善
事業

「先立つ検討会の報告書の提案内容と
乖離した消費者契約法改正法案に対
する意見」を内閣総理大臣ほか4名に
送付

(A)2022年４月15日
(B) 当 法 人 事 務 所
（C)10人

(D)不特定多
数の市民（E)
不明

通信運搬費
1,200
印刷製本費
120

0

２、各種消費者
問題に関する社
会制度の改善
事業

「契約書面等の電磁的方法による提供
に関する政省令の在り方についての意
見」を内閣府特命担当大臣ほか4名に
送付

(A)2022 年 4 月 15 日
(B) 当 法 人 事 務 所
（C)10人

(D)不特定多
数の市民（E)
不明

通信運搬費
1,200
印刷製本費
560

0

２、各種消費者
問題に関する社
会制度の改善
事業

特定商取引に関する法律施行令及び
預託等取引に関する法律施行令の一
部を改正する政令案等についての意
見を消費者庁へ提出

(A)2022年12月16日
(B) 当 法 人 事 務 所
（C)10人

(D)不特定多
数の市民、
（E)不明

通信運搬費
460
印刷製本費
352

0

事業費の
収入金額
（円）

特定非営利活動法人　京都消費者契約ネットワーク　　　　　　

２　事業の実施に関する事項

(1)　特定非営利活動に係る事業(差止請求関係業務以外）

事 業 名(定款に
記載した事業)

具体的な事業内容
事業費の
支出金額

（円）



３、講演会・講座
等の企画・運営
事業

総会記念講演をオンライン開催
(A)2022 年 5 月 30 日
(B) 当 法 人 事 務 所
（C)３人

(D)不特定多
数の市民
（E)35人

支払報酬
11,000

0

４、情報提供事
業

webサイトでセミナー開催報告など活動
紹介

(A)2022 年 4 月 他
(B) 当 法 人 事 務 所
（C)12人

(D)不特定多
数の市民（E)
不明

0 0

４、情報提供事
業

消費者法ニュース(3か月に1回)に執筆
(A)2022 年 8 月 他
(B) 当 法 人 事 務 所
（C)3人

(D)不特定多
数の市民（E)
不明

0 0

７、消費者団体・
関係諸機関との
ネットワーク事業

「共通義務確認訴訟に関し公正な裁判
を求める要請書」を適格消費者団体連
名で最高裁判所に提出

(A)2022 年 4 月 15 日
(B) 当 法 人 事 務 所
（C)10人

(D)不特定多
数の市民（E)
不明

印刷製本費
24
通信運搬費
300

0

７、消費者団体・
関係諸機関との
ネットワーク事業

京都消費者問題セミナーをオンライン
で開催

(A)2022 年 12 月 3 日
(B) 当 法 人 事 務 所
（C)10人

(D)不特定多
数の市民
（E)70人

印刷製本費
3,009
通信運搬費
5,900　　　給
与手当
10,000

0

7、消費者団体・
関係諸機関との
ネットワーク事業

適格消費者団体連絡協議会プレ企画
①に参加

(A)2022年8月8日(B)
オンライン（C)2人

(D)不特定多
数の市民（E)
不明

0 0

７、消費者団体・
関係諸機関との
ネットワーク事業

適格消費者団体連絡協議会プレ企画
②に参加

(A)2022 年 8 月 18 日
(B)オンライン（C)2人

(D)不特定多
数の市民（E)
不明

0 0

7、消費者団体・
関係諸機関との
ネットワーク事業

適格消費者団体連絡協議会プレ企画
③に参加

(A)2022 年 8 月 24 日
(B)オンライン（C)2人

(D)不特定多
数の市民（E)
不明

0 0

７、消費者団体・
関係諸機関との
ネットワーク事業

適格消費者団体連絡協議会に参加
(A)2022年9月3日(B)
オンライン（C)8人

(D)不特定多
数の市民（E)
不明

0 0

7、消費者団体・
関係諸機関との
ネットワーク事業

消費者契約及び行政法人国民生活セ
ンター法の一部を改正する法律に対す
る声明を連名で提出

(A)2023 年 1 月 13 日
(B)オンライン（C)10
人

(D)不特定多
数の市民、不
明

0 0

７、消費者団体・
関係諸機関との
ネットワーク事業

国民生活センター主催全国消費者
フォーラムに参加、報告

(A)2023 年 2 月 21 日
(B)オンライン（C)1人

(D)不特定多
数の市民（E)
不明

0 0

7、消費者団体・
関係諸機関との
ネットワーク事業

適格消費者団体連絡協議会プレ企画
①－1に参加

(A)2023 年 2 月 16 日
(B)オンライン（C)1人

(D)不特定多
数の市民（E)
不明

0 0

７、消費者団体・
関係諸機関との
ネットワーク事業

適格消費者団体連絡協議会プレ企画
①－2に参加

(A)2023 年 2 月 26 日
(B)オンライン（C)1人

(D)不特定多
数の市民（E)
不明

0 0

7、消費者団体・
関係諸機関との
ネットワーク事業

適格消費者団体連絡協議会プレ企画
②に参加

(A)2023年3月2日(B)
オンライン（C)1人

(D)不特定多
数の市民（E)
不明

0 0

７、消費者団体・
関係諸機関との
ネットワーク事業

適格消費者団体連絡協議会に参加
(A)2023 年 3 月 11 日
(B)オンライン（C)5人

(D)不特定多
数の市民（E)
不明

0 0



７、消費者団体・
関係諸機関との
ネットワーク事業

京都府消費生活安全センター令和４年
度第４回苦情処理研究会への講師派
遣

(A)2023 年 3 月 22 日
(B)京都府（C)1人

(D)不特定多
数の市民（E)
不明

0 0

(A)当該事業の実施
日時

(D)受益対象
者の範囲

(B)当該事業の実施
場所

(E)人数

(C)従事者の人数

８、消費者契約
法の差止請求
関係業務

急増指標に基づく情報提供を国民生
活センターへ申請(2022年度分）等

(A)2022 年 3 月 30 日
他(B)当法人事務所
（C)10人

(D)不特定多
数の市民
（E)不明

通信運搬費
5,684

0

８、消費者契約
法の差止請求
関係業務

ウェブサイトで差止請求を紹介
(A)2022 年 4 月 30 日
他(B)当法人事務所
（C)10人

(D)不特定多
数の市民
（E)不明

0 0

８、消費者契約
法の差止請求
関係業務（お試
し健康食品検討
グループ（その
8））

株式会社CRAVE ARKSに対する差止
請求関係業務

(A)2022年7月4日他
(B) 団 体 事 務 所
（C)10人

(D)不特定多
数の市民
（E)不明

支払報酬料
334,112
通信運搬費
1,030　　　印
刷製本費88

0

８、消費者契約
法の差止請求
関係業務（お試
し健康食品検討
グループ（その
8））

株式会社ファーマフーズに対する差止
請求に向けて検討

(A)2022年10月31日
他 (B) 団 体 事 務 所
（C)6人

(D)不特定多
数の市民
（E)不明

通信運搬費
（110番）
11,188

0

(A)当該事業の実施
日時

(D)受益対象
者の範囲

(B)当該事業の実施
場所

(E)人数

(C)従事者の人数

９、その他目的
を達成するため
の事業

差止請求関係業務に関する第三者調
査を実施

(A)2022年4月22日
(B)当法人事務所
（C)4人

(D)不特定多
数の市民
（E)不明

支払報酬
22,000

0

（備考）

１　２は，(1)には特定非営利活動に係る事業，(2)にはその他の事業について区分を明らかにして記載する。

２　２(2)には，定款上「その他の事業」に関する事項を定めているものの，当該事業年度にその他の事業を

実施しなかった場合，「実施しなかった」と記載する。

事業費の
収入金額
（円）

事業費の
収入金額
（円）

(2)　特定非営利活動に係る事業(差止請求関係業務）

事 業 名(定款に
記載した事業)

具体的な事業内容
事業費の
支出金額

（円）

(3)　特定非営利活動に係る事業（(1）(2)以外の業務）

事 業 名(定款に
記載した事業)

具体的な事業内容
事業費の
支出金額

（円）



２ 翌事業年度の収支の見込みに関する事項   

（１）翌事業年度における収入の見込みとその算出根拠 

収入内容 
収入見込み 

（単位：千円） 
算出根拠 

会費 1,086 

個人正会員：107名、220口×３ 

団体正会員：３団体、68口×６ 

個人賛助会員：１名、１口×３ 

団体賛助会員：１団体 ５口×３ 

受取寄付金 350 50×のべ７口（個人又は団体） 

 

（２）翌事業年度における支出の見込みとその算出根拠 

支出内容 
支出見込み 

（単位：千円） 
算出根拠 

差止請求関係業務 356 印刷費 3、通信費運搬費 3、支払報酬 350 

差止請求関係業務以外の業務 5 印刷費 2、通信運搬費 3 

管理費 948 
給与手当 511、 法定福利費（職員労災保険）1、事務所設備費 5、旅費交通

費 10、通信運搬費 150、印刷費 30、消耗品費 10、家賃 228，支払手数料 3 

 

注１ 用紙の大きさは，日本産業規格Ａ列 4番とすること。 

２ 翌事業年度の収入及び支出の見込みについては，差止請求関係業務に関する業務計画書（法第 14 条第２項第３号）並びに差止請求関係業務以外の業

務を行う場合におけるその業務の種類及び概要を記載した書類（法第 14条第２項第 10号）を踏まえて記載すること。 

３ 収入には，会費，寄附金，差止請求関係業務以外の業務による収入，借入金等の収入の見込みとその算定根拠を具体的に記載すること。 

４ 支出には，役員又は専門委員の報酬，職員の賃金，弁護士報酬，事務所の賃料等の支出の見込みとその算定根拠を具体的に記載すること。 




